NPO法人制度上の問題点
NPO（NonProfit Organization）」とは、ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称です。

このうち「NPO法人」とは、特定非営利活動促進法（NPO法）に基づき法人格を取得した「特定非営利活動法人」の一般的な総称です。

Ⅰ　法人設立の要件

 [ 活動目的に関すること ]

（１）特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること（法第２条第２項）。

　特定非営利活動とは、次に掲げる１７項目に該当する活動であって、かつ、不特定かつ多数の利益（*）の増進に寄与することを目的とする活動です。

 1. 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

 2. 社会教育の推進を図る活動 

 3. まちづくりの推進を図る活動 

 4. 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

 5. 環境の保全を図る活動 

 6. 災害救援活動 

 7. 地域安全活動 

 8. 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

 9. 国際協力の活動 

 10. 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

 11. 子どもの健全育成を図る活動 

 12. 情報化社会の発展を図る活動 

 13. 科学技術の振興を図る活動 

 14. 経済活動の活性化を図る活動 

 15. 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

 16. 消費者の保護を図る活動 

 17. 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

＊    不特定かつ多数の利益とは

社会全体の利益を意味するものであり、特定の個人や団体の利益（私益）を目的とするものでないことはもとより、構成員相互の利益（共益）を目的とする活動ではないことをいいます。いわゆる「公益」という法律用語と同義のものです。 

（２）営利を目的としないこと（法第２条第２項第１号）。

　 活動により得た収益を構成員（理事や社員）に分配することはできません。次年度の活動のために繰り越すことになります。また、財産を構成員に還元することはできず、法人を解散する際の残余財産の帰属先は、国・地方公共団体又は定款で定める特定非営利活動法人・社団法人などに限定されています。

なお、法人は、特定非営利活動に係る事業に支障がない限り、特定非営利活動以外の事業（以下「その他の事業」という。）を行うことができます。その他の事業で収益を生じた場合は、その収益を特定非営利活動事業のために使用しなければなりません。また、その他の事業に関する会計を特定非営利活動に係る会計から区分しなければなりません。

Ⅱ　設立の手続

法人を設立するためには、法に定められた書類を添付した申請書を、所轄庁に提出し、設立の認証を受けることが必要です。
ここで認証が受けられれば法務局で設立登記を行い、NPO法人が誕生します。

＊　所轄庁とは（法第９条） 

　法人の所轄庁は、その団体の事務所の所在地によって決まります。

　兵庫県内のみに事務所を設置する団体は、活動場所が兵庫県外や海外であっても、兵庫県知事に設立認証申請を行うことになります。
Ⅲ　NPO法人について、よく理解されていないこと
１　「特定非営利活動」は、必ずしも非課税ではありません。
NPO法人の主たる活動である「特定非営利活動」は、必ずしも法人税法上の非収益事業にあたるわけではありません。

NPO法人の行う事業と法人税法上の収益事業
	
	NPO法人の事業

	
	特定非営利活動
	その他の事業

	法人税法上の事業
	収益事業
	課税
	課税

	
	非収益事業
	非課税
	非課税


特定非営利活動促進法第４６条で「公益法人等とみなす」ことになっています。

国税庁のホームページより抜粋

特定非営利活動促進法により設立されたNPO法人の法人税法上の取扱い

【照会要旨】

　現在、ボランティア活動を行っている団体（人格のない社団等）ですが、特定非営利活動促進法により設立される特定非営利活動法人（以下「NPO法人」といいます。）になることを検討しています。このNPO法人は、法人税法上、どのように取り扱われるのでしょうか。

【回答要旨】

1　特定非営利活動促進法により設立されたNPO法人の取扱い

(1)　NPO法人は、法人税法上の公益法人等とみなされ（特定非営利活動促進法第46条第1項）、収益事業を行う場合には法人税の申告を要します。

(2)　NPO法人の法人税の適用税率は普通法人と同じです（特定非営利活動促進法第46条第1項、法人税法第66条）。

(3)　NPO法人が、その収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業のために支出した金額については、その収益事業に係る寄附金の額とみなされません（特定非営利活動促進法第46条第1項、法人税法第37条第5項）

(4)　NPO法人は、小規模な法人（当該事業年度の収入金額の合計額が8,000万円以下の法人をいいます。）に該当するものを除き、当該事業年度の収支計算書の提出を要します（特定非営利活動促進法第46条第1項、租税特別措置法第68条の6、租税特別措置法施行令第39条の37）。

2　認定NPO法人に対する寄附金の損金算入等の特例

(1)　法人が、認定NPO法人（NPO法人のうち、その運営組織及び事業活動が適正であること並びに公益の増進に資することにつき一定の要件を満たすものとして国税庁長官の認定を受けたもの（その認定の有効期間が終了したものを除きます。）をいいます。以下同じです。）に対して支出した特定非営利活動に係る事業に関連する寄附金については、一般の寄附金の損金算入限度額とは別枠で、特定公益増進法人に対する寄附金と合わせて一般の寄附金の損金算入限度額を限度として損金の額に算入されます（租税特別措置法第66条の11の2第2項、第3項、法人税法第37条第4項、法人税法施行規則第22条の5第5号）。

(2)　認定NPO法人が、その収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業のために支出した金額については、（通常のNPO法人とは異なり）その収益事業に係る寄附金の額とみなされるとともに、寄附金の損金算入限度額は所得の金額の20%とされます（租税特別措置法第66条の11の2第1項、法人税法第37条第5項）。

【関係法令通達】

　特定非営利活動促進法第46条

　法人税法第37条、第66条

　法人税法施行規則第22条の5

　租税特別措置法第66条の11の2、第68条の6

　租税特別措置法施行令第39条の37

注記

　平成20年7月1日現在の法令・通達等に基づいて作成しています。

公益法人の行う事業と法人税法上の収益事業
	
	公益法人の事業

	
	本来事業
	その他の事業

	法人税法上の事業
	収益事業
	課税
	課税

	
	非収益事業
	非課税
	非課税


Ⅳ　法人住民税
法人住民税および事業税は、収益事業を営む以上課税されます。

特定非営利活動をするしないは、税務とは関係ありません。

法人住民税均等割の減免は、ほとんどの自治体で「法人税法上の収益事業を営んでいないこと」を条件としています。
Ⅴ　法人税法上の収益事業

「政令で定める事業」を「継続して」かつ「事業場を設けて」営むばあい
１「政令で定める事業」・・・・・３３業種の「限定列挙」

政令（法人税法施行令第5条第1項）に規定される33種類の収益事業

（１）物品販売業（２）不動産販売業（３）金銭貸付業（４）物品貸付業（５）不動産貸付業
（６）製造業（７）通信業（８）運送業（９）倉庫業（１０）請負業
（１１）印刷業（１２）出版業（１３）写真業（１４）席貸業（１５）旅館業
（１６）料理店業その他飲食店業（１７）周旋業（１８）代理業（１９）仲立業（２０）問屋業
（２１）鉱業（２２）土石採取業（２３）浴場業（２４）理容業（２５）美容業
（２６）興行業（２７）遊技所業（２８）遊覧所業（２９）医療保健業（３０）技芸教授に関する業
（３１）駐車場業（３２）信用保証業（３３）無体財産権提供業

２「継続して」・・・・・・・・・反復しておこなうもの

３「事業場を設けて」・・・・・・常設の店舗、工場、事務所などのいわゆる固定的な施設を設けてその事業を営んでいる場合はもとよりのこと、そのような固定的な施設がない場合であっても、必要に応じて随時その事業活動のための場所を設け、または、既存の施設を利用してその事業活動を行うものもこれに含まれるものと解される。

４障害者等を２分の１以上雇用するばあいの例外

収益事業であっても収益事業課税の対象にしない。
Ⅵ　区分経理

（1） 特定非営利活動促進法（NPO法）は、特定非営利活動とその他の事業の区分経理を要求しています。

（2） 法人税法上は、法人税法上の収益事業と非収益事業の区分経理を要求しています。

なかなか、たいへんですね。

Ⅶ　認定NPO法人になろう

認定NPO法人の最大のメリット

認定NPO法人が、その収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業のために支出した金額については、（通常のNPO法人とは異なり）その収益事業に係る寄附金の額とみなされるとともに、寄附金の損金算入限度額は所得の金額の20%とされます（租税特別措置法第66条の11の2第1項、法人税法第37条第5項）。

これは、「収益事業」から「非収益事業」への寄付金でだけです。
「収益事業」から「特定非営利活動」の事業への寄付金という意味ではありません。
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